
第３回遠州広域行政推進会議 次第 

日 時：平成２４年５月２日（水）午後３時００分から午後５時００分まで 

場 所：袋井市役所 ３階 ３０１会議室  

１ 開  会 

２ 座長あいさつ 

３ 開催市長あいさつ 

４ 議  題 

（１）第２回遠州広域行政推進会議後の取組について 

（２）新東名高速道路の活用について 

（３）情報システムの共同利用について 

５ そ の 他 

６ 閉  会 

資  料１：第２回遠州広域行政推進会議後の取組経過 

資  料２：各市町における新東名高速道路の活用に向けた取組について 

資  料３：遠州広域行政システム共同利用研究会資料 

参考資料１：第２回遠州広域行政推進会議 議事要旨 

参考資料２：中部電力株式会社の停電情報公開に関する報道発表 

参考資料３：中部電力株式会社への申し入れ文と同会社からの回答 

参考資料４：土地利用にかかる県と市町の合同研究会の設置に関する提案 

      （県市長会及び県町村会へ平成２３年１２月提出） 

参考資料５：土地利用にかかる県と市町の合同研究会の設置に関する申し入れについ

て（県市長会及び県町村会を通じて県へ平成２４年３月提出） 

参考資料６：各市町における情報システムの危機管理について 



市町

浜松市 市長 鈴木　康友

磐田市 市長 渡部 　  修

掛川市 市長 松井　三郎

袋井市 市長 原田　英之

湖西市 市長 三上　　元

御前崎市 副市長 澤入　芳男

菊川市 市長 太田　順一

牧之原市 市長 西原　茂樹

森町 町長 村松　藤雄

出席者

第３回遠州広域行政推進会議　（５/２）　出席者一覧
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第２回遠州広域行政推進会議後の取組経過 

１ 台風１５号の停電被害に関する中部電力株式会社への申し入れについて 

(1) 合意事項 

・大規模停電時における中部電力から住民への広報について、中部電力に

対し、「中部電力から自治体に情報が提供されれば、同報無線を使った

広報などを通じて自治体から住民に情報提供を行う」ことを申し入れる。 

・台風１５号による各市町の停電被害の状況や対応を取りまとめる。 

(2) 市町・中部電力の動向 

   市町 

平成２３年１１月～平成２４年１月 

８市１町を対象に、台風１５号の停電被害の状況及び対応に関する調査

を実施。調査結果をもとに、中部電力への申し入れ文を作成。（参考資

料３） 

    平成２４年２月２０日（月） 

     中部電力浜松営業所にて、浜松市長が静岡支店長に対して申し入れを行

う。静岡支店長は「提供情報の種類の精査や県外のセンターでの電話対

応の整備など、住民が安心できる体制づくりを自治体と連携しながら進

めていく」と回答。 

    中部電力 

    平成２３年１１月１６日（水） 

     ホームページ及び携帯サイトによる停電地域や件数等のリアルタイム

情報の公開開始を報道発表。（参考資料２） 

    平成２４年４月５日（木） 

     中部電力静岡支店長が浜松市長に対して申し入れの回答を提出。静岡支

店長は「要望いただいた内容については方向性ならびに具体策をとりま

とめ、電気事業者の公益的指名を果たすべく最大限の努力をしていく」

と回答。（参考資料３） 

資料1 
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２ 土地利用にかかる県と市町による合同研究会の設置について 

(1) 合意事項 

    ・土地利用に関し、スピード感をもって対応できるよう、県と市町による

合同の研究会の設置を県市長会、県町村会を通じて県に申し入れる。 

・研究会では、法令の課題などテクニカルな部分について、県の関係セク

ションを交え、現在市町が抱えている参考事例を挙げながら具体的に検

討を進めていく。また、土地利用に係る審査手続きについて、案件や面

積規模に応じた標準処理期間の設定を検討する。 

(2) 市町・県市長会・県町村会・県の動向 

   市町・県市長会・県町村会 

平成２３年１２月２０日（火） 

県町村会に「土地利用にかかる県と市町による合同研究会設置に関する

提案」を提出。定例町長会議にて協議し了承を得る。 

平成２３年１２月２２日（木） 

県市長会に「土地利用にかかる県と市町による合同研究会設置に関する

提案」を提出。定例市長会議にて協議し了承を得る。 

    平成２４年１月３０日（月） 

     ８市１町にて県への申し入れ文案（研究会の体制・内容等を含む）を作

成し、県市長会に提出。その後、県市長会による県内市町への内容照会

にて、２月１３日（月）に申し入れ文確定。（参考資料４） 

    平成２４年３月１９日（月） 

     県市長会（＝県町村会）事務局長より県自治局長に対し申し入れ。 

     ※平成２４年６月末までに回答を受け、７月開催（7/13）の県市長会定

例市長会議及び７月開催（7/12）の県町村会定例会議で報告する予定

（参考資料５） 

    県 

    平成２３年１２月２７日 

     平成２３年８月１０日付けで県市長会から県に提出した「土地利用の規

制緩和申し入れ」及び「その申し入れに係る付帯要望」に対し、県が回

答を提示。土地利用に関する県市の事前協議及び事務処理の迅速化を図

ることや個別相談に応じる旨の回答有。 



事業名 予算額（金額の単位：千円） 予算計上時期 事業概要

未来創造「新・ものづくり」特区
新東名高速道路の地理的条件を活用し、市街化調整区域（内陸部）において生産効率の高い農地
の集約（企業参入）、優位性を生かした工場立地など農業と工業のバランスある土地利用を実現す
るもの。

新東名高速道路開通のPR

・「出世大名家康くん」による相模原市、厚木市での表敬訪問とチラシ配布等(H24)
・京王電鉄との連携による全駅構内と車内への掲出(H23)
・「出世大名家康くん」による宇都宮市、前橋市でのＰＲと地元有力バス・旅行会社訪問(H23)
・首都圏主要旅行会社（JTB、KNT、NTA、クラツーなど33社）の商品造成部門やセールス統括部門
の担当者を対象とした旅行説明会で紹介（PPT）及びチラシ配布(H23)

国道152号浜北～天竜バイパスの整備促進 76,000

同バイパスは広域交流時代に対応した高速アクセスの確保・強化と、主要な拠点・地域間を連結す
る広域交通ネットワークを目的とした広域幹線道路である。平成23年度に新東名高速道路「浜松浜
北IC」から市中心部へのアクセス道路である同バイパスが全約7.9kmのうち約5.1kmが供用したため
残る約2.8km（Ⅱ期工区）についても整備を進め、早期全線供用を目指す。

磐田市 工業団地開発可能性調査事業 4,830 H24当初
新東名高速道路隣接地には、新平山工業団地があり、更に（仮称）下野部工業団地の開発が計画
されている。新東名を活用したまちづくりを模索するため、工業団地・スマートIC設置等の可能性を
調査・研究し、本市の新たな拠点づくりを検討する。

掛川PAでの市特産物販売をするための研
究業務

270 ２４当初
倉真地区のまちづくり委員会が、ネクスコ中日本管理の掛川PA屋外スペースを借りて、仮設テント
で月１回程度、アンテナショップとして試供品等のサンプル配布を行う計画がある。その試供品等の
開発の為に「新東名活用コンサルティング業務委託」を利用する。

原田高架下公園建設事業 3,890 ２４当初
新東名高速道路の高架下活用により、公園（約1.4ha・トイレ・駐車場・四阿）を建設して地元地区に
よる有効活用。平成24年度は測量設計業務を行う。

掛川PAの活用検討（※） 未定
掛川PAを活用した地元物産販売の拡大や参画方法について、中日本エクシス㈱（PAのサービス提
供）と協議調整を図る。また、県内市町との情報交換や商品調査（売れ筋、参入社等）等による今後
の取組や、アクセス道路及びスマートICの整備についても関係機関との協議調整・研究を行う。

掛川第２PA（仮称）開発の推進（※） 未定
掛川第２PA（仮称）用地として約４．９haの用地を確保してあり、民間開発手法を含めて活用方法を
検討していく。また、県の進める内陸フロンティア構想との調整も検討している。なお、エクシスとの
協議調整及びアクセス道路についても関係機関との協議調整を図る。

森掛川IC周辺開発の推進（※） 未定
森掛川IC周辺約４０haについて、民間開発手法の検討を含め、事業調整及び地元区の調整を行
う。アクセス道路の整備も含めて、県の内陸フロンティア構想との調整も検討している。
森町との連携が必要不可欠。

※今後庁内の検討委員会を立ち上げて検討を進める事項

都市構造と土地利用のあり方に関する調査
検討事業

2,500 当初

新東名高速道路の開通及び東日本大震災以降の沿岸部立地企業の内陸部への移転検討等によ
る土地利用ニーズの変化を踏まえた中で、中長期的な展望に立った効率的で発展的な本市の都市
構造及び土地利用のあり方を検討する。検討を進める中で、新東名利活用シンポジウムを開催す
る。

森町袋井インター通り線建設促進期成同盟
会による整備要望活動

新東名高速道路「森掛川ＩＣ」と東名高速道路「袋井ＩＣ」を結ぶ広域幹線道路である（都）森町袋井イ
ンター通り線の県道昇格と早期事業化に向けた要望活動【平成21年2月19日期成同盟会設立】
※平成23年10月24日に県へ要望書を提出

都市計画道路袋井駅森線整備事業
（県道整備事業）

13,200
（うち市負担4,535千円）

当初
（都）袋井駅森線は、本市南北都市軸における主要幹線道路であり、新東名高速道路「森掛川ＩＣ」
から本市市街地へのアクセス道路となっていることから、交通量の増加に対応した道路拡幅整備を
進める。

平成24年度予算で貴市町において新東名高速道路を活用した（活用予定の）事業
自治体名

浜松市

袋井市

掛川市

資料２
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事業名 予算額（金額の単位：千円） 予算計上時期 事業概要

平成24年度予算で貴市町において新東名高速道路を活用した（活用予定の）事業
自治体名

資料２

浜松三ヶ日・豊橋道路の整備促進 35 当初

新東名高速道路の開通により物流や観光交流の発展に更なる期待が高まる中、来春開通予定の
国道23号豊橋東バイパス及び国道1号潮見バイパスを結ぶ南北軸の主要幹線道路として整備が待
たれる（仮称）浜松三ヶ日・豊橋道路の建設を推し進めるために、県境を越えた関係市町や経済団
体を母体とした期成同盟会により、要望活動や勉強会を通して建設実現に向け、関係機関が一丸
となって活動を展開する。(同盟会負担金）

観光地のＰＲ 1,428 当初 ・広域的な取組として、観光パンフレットの配架や特産品の販売等を予定。

御前崎市 特になし。

菊川市

　菊川市は新東名高速道路から距離もあるため、平成24年度においては新東名高速道路を活用し
た事業は予定しておりません。
　ただし、新東名の開通による効果を本市の活性化、防災対策に活かすことが出来ないかとの思い
はあり、県で進めている「内陸のフロンティアを拓く取組」に、新東名という新たな横軸を中心とした
内陸部ともう一方の横軸である沿岸部を、東名高速道路や、国道１号、静岡空港、御前崎港といっ
た既存の交通網・拠点を結ぶ国道473号を中心とした縦のラインでつなぎ、その充実した交通基盤
を活かした防災対策や地域振興への取組を提案していきたいと考えております

牧之原市
特に新東名高速道路を活用した事業はありませんが、富士山静岡空港や東名高速道路、御前崎港
などのインフラを最大限に活用し、地域全体として産業集積を図っていくことがこの地域の発展に繋
がると考える。

スマートＩＣ関連事業（道路改良事業分） 175,500 24年度当初
・平成25年度末に予定している新東名遠州森町ＰＡへのスマートＩＣ設置に向けた町道の改築、舗装
改良、交差点改良の実施及び案内標識の設置。

新東名関連観光振興事業（観光・特産品Ｐ
Ｒ、観光案内看板設置等）

16,240 24年度当初

・遠州森町ＰＡを最大限に活用し、森町の観光・特産品のＰＲを実施。緊急雇用創出事業を活用し、
森の茶の試飲、特産品の試食等を実施する。
・観光交流客が町内を訪れる際の森掛川ＩＣからの町内観光施設への案内看板を設置する。
・観光客誘致のためのスタンプラリーの実施。（地元特産品の進呈）

新東名森掛川ＩＣ誘導標識設置事業 2,270 24年度当初
新東名の供用開始により、森掛川ＩＣが中東遠地域の玄関口となることから、町内におけるＩＣへの
誘導看板を設置する。

森町

湖西市

2
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行政システムの共同利用の研究について 

1 背景 

地方自治体のコンピュータ利用は昭和 40 年代初頭に始まり、最早、情報シス

テムなしに業務を行うことは困難な状況となっています。 

これまで、自治体ごとに情報システムを導入運用してきたため、これに要する

コストの縮減や職員の確保などが自治体にとって大きな課題となっています。 

また、東日本大震災では、津波により情報システムが庁舎ごと流されてしまう

などの想定外の事態が発生し、住民記録を消失した自治体もあるなど、自治体が

保有する情報の危機管理体制の構築も課題となっています。 

こうした状況の中、高速通信網の進展に伴い、いわゆるクラウドコンピュー

ティング技術が急速に普及しつつあり、総務省においても、「新たなクラウドコ

ンピューティング技術を電子自治体の基盤構築に導入することにより、情報シス

テムの効率的な整備・運用や住民サービスの向上等を図る」ものとして、自治体

クラウドの自治体への導入を促進しており、先進自治体での導入が始まっていま

す。 

2 遠州広域行政システム共同利用研究会 

参加自治体が自治体クラウド（情報システムの共同利用）を導入した場合を想

定し、導入の範囲や実現の可能性、効果、課題等についての研究を進めます。 

(1) 設立 

平成 24 年４月 19 日 第 1 回研究会を開催し、設立 

(2) 参加自治体と構成 

遠州広域行政推進会議の参加市町 浜松市､磐田市､掛川市､袋井市､湖西

市､御前崎市､菊川市､牧之原市及び森町(８市１町)の情報政策担当課の職員

で構成 

(3) 研究会のスケジュール 

平成 24 年４月～７月  IT ベンダーによるセミナー 

８月～10 月 各種調査 

11 月～１月 分析 

平成 25 年２月～３月  まとめ 

資料 3 



第２回遠州広域行政推進会議 議事要旨 

日時：平成２３年１１月１１日（金）午後３時３０分から午後５時３０分 

場所：磐田市西庁舎 ３階 ３０２・３０３会議室 

参加：浜松市長、磐田市長、掛川市副市長（市長代理）、袋井市長、湖西市長、御前崎市

長（途中退席）、菊川市長、牧之原市副市長（市長代理）、森町長 

１ 第１回遠州広域行政推進会議後の取組について 

事務局が資料を基に報告を行い、以下の事項について合意した。

【合意事項】 

・大規模停電時における中部電力から住民への広報について、中部電力に対し、中

部電力から自治体に情報が提供されれば、同報無線を使った広報などを通じて自

治体から住民に情報提供を行うことを申し入れる。 

・台風 15 号による各市町の停電被害の状況や対応を取りまとめる。 

２ 土地利用について 

事務局が資料を基に報告を行い、以下の事項について合意した。

【合意事項】

・土地利用に関し、スピード感をもって対応できるよう、県と各市町による合同の

研究会の設置を県市長会、県町村会を通じて県に申し入れる。 

・研究会では、法令の課題などテクニカル部分について、県の関係セクションを交

え、現在市町が抱えている参考事例を挙げながら具体的に検討を進めていく。ま

た、土地利用に係る審査手続きについて、案件や面積規模に応じた標準処理期間

の設定を検討する。 

【主な意見】

・津波対策を理由に沿岸部の住民が住居移転する場合に対しては、特例を作っても

らいたい。 

・土地利用の課題に対して、県は市町ほどの危機感を抱いていない点が問題である。

県市の共同のプロジェクトを作って議論し、意識を共有することが必要である。

・各地域によって農業の種類は様々であるのに、全国一律で土地利用を規制するの

は問題である。

・県と市が一体となって、規模に応じた目標期間の設定とそのためにはどうするか

といった議論をすることが大事である。こういう事業の規模ならこのくらいの期

間といった目安ができれば、企業や事業体に応えることができる。

３ こども医療費助成制度について 

・事務局による資料説明に続いて、意見交換を行った結果、本案件については各市

町の事情が違うため、課長会議にて、県に提言する時期も含めて引き続き事務的

に調整することとし、次回以降の継続協議とした。 

 ※H24.1.25 県から H24 年度予算に関する通知あり。 

４ 次回開催について 

・春を目安に、袋井市にて実施
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平成 24 年 2 月 20 日

中部電力株式会社

静岡支店長 小野田 聡 様

遠州広域行政推進会議

座長 浜松市長 鈴木康友

自然災害等による停電発生時における対応について

 去る平成23年9月21日、遠州地域に上陸した台風15号の影響による停電は、

遠州地域の住民生活に多大な支障を及ぼし、地域によっては 9 月 25 日まで停電

が続く事態となりました。

停電地域では、中部電力営業所への問い合わせやホームページによる情報収

集を試みたものの、停電の状況や復旧見込み等の情報が得られないばかりか、

連絡のやりとりができない状況が多数生じました。

自治体においては、ホームページや同報無線、広報車等を活用し、住民への

情報提供及び注意喚起を行いましたが、停電状況に関する十分な情報がないた

め、住民からの問合せや苦情の対応に苦慮する場面が生じました。

 中部電力におかれましては、11 月 16 日付けの報道発表により、ホームページ

等による停電地域や件数等のリアルタイム情報の速やかな公表が示されたとこ

ろでありますが、停電は、住民の日常生活に支障を及ぼすものであり、一刻も

早い復旧はもちろんのこと、停電時にも対応し得る住民への情報提供が求めら

れます。

また、本推進会議の構成市町におきましても、台風 15 号の経験を生かし、中

部電力との緊密な連携のもと、住民への迅速な情報提供に努めてまいりたいと

考えております。

つきましては、自然災害等による停電発生時における対応について、下記の

とおり要望いたします。

 （１）地域住民への対応

・災害・停電時における住民からの緊急対応窓口の拡充

 ・停電時の対応方法等に関する平常時からの住民への周知・広報

 （２）自治体との連絡体制の強化

    ・停電状況（報道発表を含む）に関する自治体への即時及び定期的な

情報提供

 ・災害・停電時における市町との専用回線による連絡体制の確保

参考資料３ 



2



1 

１２ 月 定 例 市 長 会 議   協 議 事 項

                   浜松市

以下の内容は、平成 23年 11月 11日に開催した「第 2回遠州広域行政推進会議」において、8市 1
町（浜松市、磐田市、掛川市、袋井市、湖西市、御前崎市、菊川市、牧之原市及び森町）の首長の協

議により合意したもので、当該会議の座長市である浜松市から提案するものです。

協 議 事 項  土地利用にかかる県と市町による合同研究会設置に関する提案

( 現 状 ) 
社会経済環境の変化に伴い、農業の担い手の減少や耕作放棄地の拡大、生産拠点の

国外流出が進む中、自治体においては、地域の実情に応じた土地利用政策による戦略

的な都市経営が求められている。

また、東日本大震災を受け、東海地震による津波の発生が危惧される中、推定津波

浸水区域に居住し、住居の高台移転を希望あるいは必要とする世帯が多くある。また、

企業のリスク管理から、沿岸部から内陸部へ工場を移転するニーズも高まっており、

今後も地域経済の活力を維持向上させていくためには、住居や工場の内陸部への移転

に対する土地利用の規制緩和などが不可欠である。

しかしながら、現行の「農業振興地域の整備に関する法律」「農地法」「都市計画法」

等による法規制や許認可権限等においては、土地利用に対する制約が大きい上、審査

手続きにも長期間を要するなど、自治体の土地利用政策を踏まえた柔軟な対応が難しい。

抜本的な見直しのためには法改正が必要であるが、法改正には相応の期間を要する。

( 協議内容 )
このため、現行法制下における迅速かつ適正な運用を図るため、県と市町による合

同研究会を設置することを県に申し入れるよう提案する。

合同研究会では、市町が抱える障壁事例を踏まえながら課題認識の共有を図るとと

もに、土地利用にかかる審査手続きに関し、案件や面積規模に応じた標準処理期間の

設定、迅速な事務対応に向けた県と各市町の連携方法について調整・協議を行う。

( 参 考 )
   県町村会においても本案件を議題として提出予定。

 添付する資料がある場合は、７０部ご用意ください。
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事業名 予算額（金額の単位：千円） 予算計上時期 事業概要

重要データの遠隔地保管
月に１度、60km以上離れる防災上危険の無い遠隔地にデータ（電子媒体）を業者に委託し保管して
いる。

Ｙａｈｏｏブログによる災害情報の発信 災害発生時にＹａｈｏｏブログにより災害情報の発信を行う協定をＹａｈｏｏと締結

市ホームページのサーバダウン防止対策
災害発生時のインターネットアクセス集中によるサーバダウンを防止するため、市ホームページの
あり方について検討中。

災害時情報発信協定の締結 0 費用負担なし
災害発生時に市HPにアクセスが集中するのを分散するため、ヤフー㈱との「災害時情報発信協定」
の締結について検討中。

重要データの遠隔地保管 90 H24当初 業者に委託し、月に１度、遠隔地にデータ（電子媒体）保管を実施している。

電算用の非常用発電機の整備 未定 H24補正
東日本大震災や昨年の台風15号による長期間停電を踏まえ、災害時等における電算システムの業
務継続の推進を図るため、電算用の非常用発電機の整備（H24設計・H25工事）について検討中。

ＩＣＴ関連の事業継続計画（ＢＣＰ）策定と事
業継続管理（ＢＣＭ）による管理

未定
大規模災害発生時等の緊急時における事業継続を確保するためのＩＣＴ関連の事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）の策定。不測の事態にも対応可能とするための事業継続管理（ＢＣＭ）による運用の促進（デー
タバックアップ等）。

住基データ等の重要データの遠隔地保管 350 ２４当初 週に１度、60㎞以上離れた遠隔地にデータ（電子媒体）を業者に委託し保管している。

e-じゃん掛川による災害情報の発信 1,376 ２４当初 災害発生時には、e-じゃん掛川の災害モードにより災害情報収集と情報提供を行う。

職員参集システム 997 ２４当初
クラウドシステムを援用した、災害発生時の職員参集状況の把握システムの運用。これにより災害
対策本部、災害対策支部要員が何分後に参集できるかがわかり、迅速な本部、支部体制がとれ
る。

防災ラジオ整備計画 93,256 ２１～２３

掛川市には同報無線屋外子局が294基設置してあり、これでは全てのエリアをカバーすることがで
きないため、家の中でも市からの情報が聞くことができる防災ラジオの整備を旧掛川市を対象に平
成21年度から23年度の3箇年で実施。旧大須賀町・旧大東町は、希望する世帯に戸別受信機設置
済み。この3箇年で15,000台を整備し、現在、11,704台の配布が完了。今後は企業等にも積極的に
防災ラジオを配布し、災害時の情報連絡体制の整備を図る。

同報無線屋外子局ＢＯＸ津波対応上部移設
工事

5,544 ２４当初
津波の来襲を想定して、情報発信源である同報無線屋外子局のバッテリー等を保護するため、海
抜10ｍ以下の屋外子局55本のＢＯＸを上部へ移設する工事を実施。

重要データの遠隔地保管 620
月４回、県外データセンターに住民情報等重要データの磁気媒体を保管する業務を業者に委託して
いる。

基幹系システム縮退運転サーバー導入 4,200 H24
住民記録、税などの基幹システムの障害時に諸証明発行等の必要最低限のサービス提供が可能
なバックアップシステムを構築する。

自治体名
平成24年度予算で貴市町において取り組んでいる情報システムに関する防災対策（検討中のものも含む）

浜松市

磐田市

袋井市

掛川市
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事業名 予算額（金額の単位：千円） 予算計上時期 事業概要
自治体名

平成24年度予算で貴市町において取り組んでいる情報システムに関する防災対策（検討中のものも含む）

参考資料６

主要業務システムのクラウド(Saas)移行
 住基・税等基幹情報システム
 財務会計等内部情報システム

H23年度から継続
大規模災害時に被災の危険性が高い庁舎から、主要業務のサーバ機を撤去。業務システムの安
全性・可用性を高めた。

重要データの遠隔地保管
月に2回、70Km以上離れた遠隔地の防災上危険の少ない施設でのデータ（電子媒体）保管を業者
に委託している。

ホーンアレイスピーカー設置 32,000
同報無線の難聴地区対策及び地震災害時における転倒防止等に有効な同報無線の次世代型ス
ピーカーを設置する。

ＩＰ告知放送システムの整備 7,917
Ｊ－ＡＬＥＲＴで受信した緊急情報を市のＩＰネットワークを介して、公共施設等へ瞬時にその情報を
伝達するシステムを構築する。

防災ほっとメールとＪ－ＡＬＥＲＴ連携 1,166
手動で運用している防災ほっとメールをＪ－ＡＬＥＲＴと連携させ、Ｊ－ＡＬＥＲＴの受信情報をメールに
より自動送信する。

自主防災会衛星携帯電話の配備 7,869
自主防災会との通信手段を確実なものとするため、災害の影響を受けにくく、操作が簡単な衛星携
帯を各自主防災会に配備する。

災害にかかる情報発信等に関する協定
災害発生時にホームページへのアクセス負荷の軽減を目的としてYahooと災害協定を結んだ。
（災害発生時にサーバーダウンを防ぐためYahoo側で仮の市ＨＰを立ち上げアクセス集中を分散さ
せる）

重要データの遠隔地保管 259 月に２度遠隔地にあるデータ保管センターへ保管する予定（5月から実施）。

磁気媒体遠隔保管管理業務委託 328
平成24年３月
（当初予算）

月に２回（月初及び月中）、静岡県及び隣接県以外で、災害による大きな被害が想定されない場所
でかつ磁気媒体情報の安全性が確保される専用庫に保管する。

災害用モバイル通信回線整備 62
平成24年３月
（当初予算）

有線通信回線が使用不可能な状況において、市ホームページを継続して管理するためモバイル通
信回線及び機器を整備する。

市サーバーのバックアップ 非常時に備え、週1回のバックアップと30分ごとのサブバックアップを実施中。

戸籍データの遠隔地保管 426,000
月に１度、100km以上離れる防災上危険の無い遠隔地にデータ（電子媒体）を業者に委託し保管し
ている。また、毎日、戸籍データを庁舎7階へ保管している。

モバイルまきのはらによる災害情報の発信 150,000
モバイルまきのはらＴｅａメールにより日頃イベント情報等を発信しているが、災害時には災害情報を
発信している。

重要データの遠隔地保管 86 24年度当初
業者に委託し、月末データを遠隔地（滋賀県）に保管している。同様に、友好町との災害協定の中で
データ総合保管を検討している。

電源確保
停電時には、無停電電源装置（UPS)及び自家発電電力を使用できるようにして、安全にシャットダ
ウンできるよう対策している。

サーバー免震装置設置 重要データのあるサーバーは、免震装置上にラックマウントしている。

湖西市

森町

御前崎市

牧之原市

菊川市

2


